A New Counseling Framework of Multiple Debtor Relief by 宮永 文雄
多重債務者救済のための新たな相談体制について


































また,政府においても多重債務者対策本部を立ち上げ (平成 18年 12月22
日間議決走),有識者会議を開催しているほか,相談会なども実施している｡












































































































































































































































































































































3 同 ･2頁｡部署の具体例として,生活保護を担当する福祉事務所.家庭内暴力 ･児童虐待,
公営住宅料金徴収の担当部署等を示している｡










































第2区は り｡協会は,このほか平成18年度は仙台市と熊本市で ｢多重債務者のための法律 ･
家計相談会｣を開催 している｡同 114頁｡










23 金融庁総務企画局 ｢第3回多重債務者対策本部有識者会議 〔議事録〕｣(平成19年2月22日)
17貢 〔山出発言〕｡
24 同 ･18頁 〔境 (日本司法書士会連合会理事)発言〕は,協会が業者寄 りであると問題視




ものになるように積極的に対応 してい くことも考えております｡｣と述べて.司法書士会 と
して積極的に協力 したい意向を明らかにした｡

































を論 じたものとして,小野秀誠 ｢貸金業にまつわる最近の最高裁判例の法理｣ジュリス ト
1319号26頁 (平成18年)を挙げておく｡
*注12で掲げた信用生協ホームページのURLは,脱稿後,平成19年9月27日より<http:/
www.lWate-Cfc.orjp>に変更された｡
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